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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子
提供措置事項から上記事項を除外したものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第36回定時株主総会資料

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

業務の適正を確保するための体制
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
連結計算書類 「連結株主資本等変動計算書」

「連結注記表」
計算書類 「株主資本等変動計算書」

「個別注記表」

第36期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

山田コンサルティンググループ株式会社
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するため
の体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・グループ全体のコンプライアンスに関する統括組織として、グループリスク管理・コンプライアンス委員会を
設置している。同委員会の委員長をコンプライアンス統括責任者とし、グループ内各組織横断的なコンプライ
アンス体制の整備及び問題点の把握に努める。

・コンプライアンス関連の諸規程を当社グループの行動規範とし、当社グループの取締役及び使用人に対し定期
的に実施する研修等を通じて、法令及び社会倫理をすべての企業活動の前提とすることを徹底する。

・内部通報者保護規程を制定しており、組織的又は個人的な法令等違反行為等を速やかに認識し対処するととも
に通報者に対する不利な取り扱いを防止する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む。）については、文書管理規程に従い、関連資料とともに
保存、管理し、少なくとも10年間は必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を制定している。
・グループ全体のリスク管理に関する統括組織として、グループリスク管理・コンプライアンス委員会を設置し
ており、グループを取り巻く様々なリスクをグループ内各組織横断的に把握・評価し、これを適切に管理す
る。

・リスクの現実化に伴う危機に備え、危機管理規程、緊急時対応策規程等を制定しており、迅速かつ適切に対処
することにより損失の最小限化に努める。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会は、毎月１回の定
期開催に加え必要に応じて適宜臨時に開催し、迅速な意思決定体制としている。毎月１回の定期開催取締役会
では、子会社の会計報告及び状況報告等を行う。

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・グループリスク管理・コンプライアンス委員会主導のもと、グループ各子会社において必要な諸規程を整備
し、当社グループの内部統制を構築・運用している。

・関係会社管理規程を定めており、同規程に基づく当社への決裁・報告制度により、グループ各子会社に対し必
要な管理を行う。
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業務の適正を確保するための体制

⑥ 監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項
・監査等委員である取締役が必要とした場合、その職務を補助する使用人を置くものとしている。なお、使用人
の任命、異動、評価、懲戒は監査等委員会の意見を尊重し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）から
の独立性を確保するものとする。

・監査等委員である取締役の職務を補助する使用人は、その要請された業務の遂行に関しては、監査等委員であ
る取締役の指揮命令に従うものとする。

⑦ 監査等委員会に報告するための体制、その他監査等委員会への報告に関する体制及び報告をした者
が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制
・当社グループの取締役及び使用人は、当社及びグループ各社の業務業績に影響を与える重要な事項について監
査等委員会に報告するものとし、職務の執行に関する法令違反、定款違反及び不正行為の事実、又は当社及び
グループ各社に損害を及ぼす事実を知った時は、遅滞なく報告するものとする。なお、前記に関わらず、監査
等委員会は必要に応じて、当社グループの取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。

・監査等委員会への報告を行った当社グループの取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不
利な取り扱いを行うことを禁止する。

⑧ 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務
の遂行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
・監査等委員である取締役がその職務の遂行について生ずる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、当該請
求がその職務の遂行に必要でないと認められる場合を除き、これに応じるものとする。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査等委員会は、監査の実効性を高めるため、代表取締役との意見交換を随時行う。
・監査等委員会は、必要に応じて顧問弁護士や会計監査人と連携をとり監査を行う。

⑩ 反社会的勢力による被害を防止するための社内体制の整備
・当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の係わりを持たず、毅然とした態度
を貫き、これを断固として排除することを基本方針とする。当社の人事・総務部を反社会的勢力対応の総括部
署と位置づけ、顧問弁護士、所轄警察等の外部専門機関と連携し、有事の際の協力体制を構築している。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① コンプライアンス・リスク管理体制について
　当事業年度においてはグループリスク管理・コンプライアンス委員会を４回開催し、グループ全体のコンプライ
アンス・リスク管理体制の整備・運用状況を把握しております。グループ全体のリスク評価を実施し、課題事項に
ついてはその重要度に応じてグループ全体のコンプライアンスプログラムに反映し改善を行っており、その進捗状
況及び達成状況の評価を当社取締役会に報告しております。

② 取締役の職務執行及びグループ管理体制について
　当事業年度においては取締役会を12回開催し、法令や定款に定められた事項や当社の経営に関する重要事項を
決定するとともに、子会社の会計報告及び経営状況報告も行い、グループ全体の業務執行の監督を行っておりま
す。
　また、当社は、子会社の重要事実を決定する場合は、関係会社管理規程に基づき、当社取締役会において審議・
決議を行っております。
　加えて当社取締役は、当社執行役員会議及び営業会議等の重要な会議に出席し、経営実態の把握、指導をしてお
ります。

③ 内部監査について
　内部監査部門は、当社及び国内外グループ子会社の情報管理体制及び組織管理体制の整備・運用状況に関する監
査、海外子会社往査を重点的に実施しております。

④ 監査の職務執行について
　監査等委員会は、監査等委員である社外取締役３名（うち常勤１名）で構成されております。当事業年度におい
ては監査等委員会を12回開催し、常勤の監査等委員である取締役からの当社グループの状況に関する報告及び監
査等委員相互による意見交換等を行っております。
　監査等委員である取締役は当社取締役会、監査等委員会に出席し、意見交換を行うこと等により適時適切に職務
執行の監査を行っております。また、会計監査人との面談も定期的に行っており、意見交換等を行っております。
　常勤の監査等委員である取締役は、当社の取締役会以外の執行役員会議及び営業会議等の重要会議にも出席し、
当社グループ全体の実態を適時把握することにより、監査機能を発揮しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） (単位：千円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,599,538 1,543,438 13,640,779 △488,580 16,295,175

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △1,544,902 △1,544,902

親会社株主に帰属する当期純利益 2,882,297 2,882,297

自己株式の取得 △4 △4

自己株式の処分 45,399 22,167 67,567
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 － 45,399 1,337,395 22,163 1,404,958

当連結会計年度末残高 1,599,538 1,588,838 14,978,175 △466,417 17,700,134

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

為　替　換　算
調　整　勘　定

その他の包括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 36,676 297,447 334,124 11,026 418,940 17,059,267

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △1,544,902

親会社株主に帰属する当期純利益 2,882,297

自己株式の取得 △4

自己株式の処分 67,567
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） △15,085 15,977 891 △6,034 120,945 115,801

当連結会計年度変動額合計 △15,085 15,977 891 △6,034 120,945 1,520,760

当連結会計年度末残高 21,590 313,425 335,016 4,991 539,886 18,580,027
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 19社
・連結子会社の名称 山田ファイナンシャルサービス㈱

山田インベストメント㈱
相続あんしんサポート㈱
ピナクル㈱
山田商務諮詢（上海）有限公司
Yamada Consulting Group USA Inc.
YAMADA Consulting Group Asia Pte. Ltd.
YAMADA Consulting & Spire Singapore Pte. Ltd.
PT Yamada Consulting Spire Indonesia
YAMADA Consulting & Spire（Thailand）Co.,Ltd.
YC Capital Co.,Ltd.
YAMADA Consulting & Spire Vietnam Co.,Ltd.
YAMADA Consulting Spire India Private Limited
Takenaka Partners LLC
Yamada Income Fund GP Inc.
キャピタルソリューション四号投資事業有限責任組合
キャピタルソリューション伍号投資事業有限責任組合
山田インベストメント壱号投資事業有限責任組合
Yamada Income Fund,L.P.

・連結の範囲の変更 当連結会計年度においてTakenaka Partners及び同社の子会社であるTakenaka Partners 
LLCを株式取得に伴い連結の範囲に含めております。なお、2024年８月にTakenaka 
PartnersとTakenaka Partners LLCは合併し、Takenaka Partners LLCが存続会社とな
り、Takenaka Partnersは消滅いたしました。
当連結会計年度においてキャピタルソリューション伍号投資事業有限責任組合、Yamada 
Income Fund GP Inc.及びYamada Income Fund,L.P.を新たに設立し、連結の範囲に含
めております。
当連結会計年度においてキャピタルソリューション参号投資事業有限責任組合は、その事
業目的を完了し清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

② 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 SPIRE RESEARCH AND CONSULTING SDN BHD　他２社
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさない
ため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用しない関連会社

・持分法非適用関連会社の名称 しがぎん本業支援ファンド２号投資事業有限責任組合
・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がな
いため持分法の適用範囲から除外しております。
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・他の会社の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有しているにもかかわらず関連会社として
いない当該他の会社がありますが、主たる営業目的である投資事業（未上場株式投資事業）のために取得したものであ
り、営業、人事、資金その他の取引を通じて投資先会社の支配を目的とするものではないため、持分法の適用範囲から除
いております。

② 持分法を適用しない非連結子会社
・主要な非連結子会社の名称 SPIRE RESEARCH AND CONSULTING SDN BHD　他２社
・持分法を適用しない理由 非連結子会社はいずれも小規模であり、各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影
響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しており
ます。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、キャピタルソリューション四号投資事業有限責任組合、キャピタルソリューション伍号投資事業有限
責任組合、山田インベストメント壱号投資事業有限責任組合、山田商務諮詢（上海）有限公司、Yamada Income Fund GP 
Inc.、Yamada Income Fund,L.P.の決算日は12月31日であります。
　キャピタルソリューション四号投資事業有限責任組合、キャピタルソリューション伍号投資事業有限責任組合、山田イン
ベストメント壱号投資事業有限責任組合については、連結計算書類の作成に当たり、連結決算日現在で本決算に準じた仮決
算を行った計算書類を基礎としております。

　決算日が12月31日である山田商務諮詢（上海）有限公司については、従来、同社の事業年度に係る計算書類を基礎として
連結計算書類を作成し、連結決算日との間に生じた連結会社間の重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、よ
り適切な経営情報の把握及び連結計算書類の開示を行うため、当連結会計年度より、連結決算日に仮決算を行う方法に変更
しております。この変更に伴い、当連結会計年度において、2024年１月１日から2025年３月31日までの15か月間の損益
を当連結決算に取り込んでおります。なお、山田商務諮詢（上海）有限公司の2024年１月１日から2024年３月31日までの
売上高は187,938千円、営業利益は92,521千円、経常利益は91,408千円、税引前当期純利益は91,408千円です。

　Yamada Income Fund GP Inc.、Yamada Income Fund,L.P.については、連結計算書類の作成に当たり、同決算日現在
の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、
連結上必要な調整を行っております。

　従来、決算期が８月31日であったピナクル㈱は、当連結会計年度より決算日を６月30日に変更しております。連結計算書
類の作成に当たっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

　従来、決算日が１月31日であったTakenaka Partners LLCは、当連結会計年度より決算日を３月31日に変更しておりま
す。この変更に伴い、当連結会計年度において、2024年２月１日から2025年３月31日までの14か月間の損益を当連結決
算に取り込んでおります。なお、Takenaka Partners LLCの2024年２月１日から2024年３月31日までの売上高は31,305
千円、営業利益は△23,614千円、経常利益は△26,167千円、税引前当期純利益は△26,167千円です。
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イ. 有価証券
・その他有価証券

市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
なお、投資事業組合への出資金は、投資事業組合財産の持分相当額を投資その他の資産の
「投資有価証券」として計上しております。投資事業組合への出資金額を「投資有価証
券」に計上し、投資事業組合が獲得した純損益の持分相当額を「営業外損益」に計上する
とともに同額を「投資有価証券」に加減しております。

ロ. 棚卸資産
・商品及び製品
（販売用不動産を除く）

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

・貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

・商品（販売用不動産） 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

イ. 有形固定資産 定率法
（リース資産を除く） ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物８～45年
工具、器具及び備品３～20年

ロ. 無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい

ております。
ハ. リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
ニ. 少額減価償却資産 取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却してお

ります。

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

ロ. 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上
しております。

ハ. 役員賞与引当金 役員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しており
ます。

(4) 重要な会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③ 重要な引当金の計上基準

④ 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な
お、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により
円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上しております。
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　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．経営コンサルティング、事業再生コンサルティング、事業承継コンサルティング、不動産コンサルティング

　経営コンサルティング（持続的成長、IT戦略＆デジタル、組織戦略、コーポレートガバナンス）、事業再生コンサルテ
ィング、事業承継コンサルティング、不動産コンサルティングは、顧客との間で締結した業務委託契約等に基づくサービ
スの提供を履行義務としており、顧客に対するサービス提供が完了した時点で収益を認識しております。なお、履行義務
完了前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

ロ．M&Aアドバイザリー
　M&Aアドバイザリーにおける成功報酬は、顧客の株式譲渡・事業譲渡実行までのサービス提供を履行義務としてお
り、主として顧客の株式譲渡・事業譲渡が完了した時点で収益を認識しております。なお、履行義務完了前に顧客から対
価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

ハ．不動産売買仲介業務
　不動産売買仲介業務は、顧客の不動産売買が成立した時点までのサービス提供を履行義務としており、顧客の不動産売
買が完了した時点で収益を認識しております。

ニ．未上場株式投資
　未上場株式投資は、営業投資目的で保有する株式の譲渡を履行義務としており、当該株式の引渡時点で収益を認識して
おります。

ホ．不動産投資
　不動産投資は、営業投資目的で保有する底地等の不動産の譲渡を履行義務としており、当該不動産の引渡時点で収益を
認識しております。

　退職年金制度 当社及び日本国内連結子会社については確定拠出制度を導入しております。一部の連結子会
社については確定給付制度を導入しております。

のれん 592,209千円

⑤ のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却は、その効果の発現する期間を合理的に見積り、主に５～７年で均等償却を行っております。

⑥ 収益及び費用の計上基準

⑦ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

２. 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正 会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書
きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日）第
65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響は
ありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱い
の見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しておりますが、影響はありませ
ん。

３ 会計上の見積りに関する注記
（Takenaka Partners LLCに関するのれんの評価）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 804,691千円

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 8,100,000千円
借入実行残高 1,600,000

差引額 6,500,000千円

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 19,896,000株 －株 －株 19,896,000株

決議 株式の種類 配当金の総
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

202４年５月８日
取 締 役 会 普通株式 819,627 43 2024年３月31日 2024年６月10日

202４年11月６日
取 締 役 会 普通株式 725,274 38 2024年９月30日 2024年12月５日

(2) 連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 算出方法

　連結子会社であるTakenaka Partners LLCを取得した際に計上したのれんは、今後の事業活動により期待される将来の
超過収益力として、取得原価と被取得企業の識別可能資産および負債の企業結合日時点の時価との差額で算定しておりま
す。これらは、その効果が及ぶ期間にわたり償却を行っております。
　当社は営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローが継続してマイナスとなっているか、又は、継続してマイナスと
なる見込みである場合や、経営環境の悪化を把握した場合等の事象に基づき減損の兆候の有無の判定を行っております。ま
た、減損の兆候があると判定された資産グループについては、資産グループに含まれる主要な資産の経済的残存使用年数が
経過するまでの期間における将来キャッシュ・フローを見積り、減損損失を認識する必要があるかどうかの判定を行ってお
ります。

② 主要な仮定
　のれんの評価の基礎となる見直後の事業計画における主要な仮定は、案件の現在の進捗段階に基づく来期における売上実
現可能性であります。

③ 翌年度の連結計算書類に与える影響
　見直後の事業計画における主要な仮定である、案件の現在の進捗段階に基づく来期における売上実現可能性に、将来の経
済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度において減損損失が発生する可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

(2) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。当
連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額
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・配当金の総額 744,860千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 39円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月５日

2020年７月22日
取締役会決議分

2021年５月27日
取締役会決議分

2022年５月26日
取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 1,600株 2,000株 10,000

新 株 予 約 権 の 残 高 4個 20個 100個

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2025年５月８日開催の取締役会決議による配当に関する事項

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

(注) 権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。

６. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、運転資金については自己資金で対応することを原則としております。
　余剰資金については預金等の安全性の高い金融資産で運用しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに
晒されております。
　営業投資有価証券は、当社グループで運営管理している投資事業組合での投資株式及び当社グループ会社での投資株式で
あり、投資先企業の財政状態等により価額変動のリスクがあります。
　有価証券及び投資有価証券は、投資目的の株式及び債券等、投資目的の投資事業組合出資、当社グループで運営管理して
いる投資事業組合での投資株式、業務上の関係を有する企業の株式であります。市場価格のない株式等以外のものについて
は、市場価格の変動リスクに晒されております。外貨建ての債券等については、為替の変動リスクに晒されております。市
場価格のない株式等については、投資先企業の財政状態等により価額変動のリスクがあります。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、為替の変
動リスクに晒されております。
　短期借入金は、運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
・信用リスクの管理

　営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。
　投資目的の債券については、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

・市場リスクの管理
　投資有価証券について、定期的に時価、為替変動、発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しておりま
す。
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 有価証券及び投資有価証券(※2,3) 510,401 510,401 －

資産計 510,401 510,401 －

区分 当連結会計年度（千円）
非上場株式（営業投資有価証券） 7,004,398
非上場株式（投資有価証券） 80,304

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

有価証券(外貨建MMF） 37,133 － － －
投資有価証券(その他有価証券の
うち満期があるもの、国債等) － － 442,693 －

合計 37,133 － 442,693 －

・資金調達に係る流動性リスクの管理
　グループ各社において資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しており
ます。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動
することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(※1) 「現金及び預金」「売掛金」「短期借入金」は、現金であること又は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることか
ら、記載を省略しております。

(※2) 市場価格のない株式等は、「(1)有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとお
りであります。

(※3) 連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については記載を省略しております。当該出資の連
結貸借対照表計上額は9,036千円であります。

(注)  金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象と
なる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプッ
トを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの
うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券
株式 28,873 － － 28,873
国債・地方債等 442,693 － － 442,693
その他 1,701 37,133 － 38,834

資産計 473,268 37,133 － 510,400

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
　上場株式、国債・地方債等は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発な市場で取引されているため、その時価をレベ
ル１の時価に分類しております。
　外貨建MMFは取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

７. 企業結合に関する注記
企業結合に係る暫定的な会計処理の確定
　2024年３月29日に株式を取得したピナクル株式会社については、前連結会計年度において取得原価の配分が完了していない
ため、暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定しております。
　2024年４月１日に株式を取得したTakenaka Partnersについては中間連結会計期間において取得原価の配分が完了していな
いため、暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定しております。
　なお、これらの暫定的な会計処理の確定に伴うのれんの金額に変動はありません。

取得による企業結合（Takenaka Partners）
(1)  企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称    Takenaka Partners
事業の内容         　  M&Aアドバイザリー、クロスボーダーM&Aアドバイザリー

② 企業結合を行った主な理由
　当社は、従来から国内外の企業に対して幅広いコンサルティングサービスを提供しております。海外事業についてはアジ
アを中心に海外拠点を設立し、日本と海外現地双方から日系企業の海外事業に関する課題に対しコンサルティングサービス
を提供してまいりました。米国におきましては、2016年にTakenaka Partners LLCと業務提携契約を締結し、その後
2018年にYAMADA Consulting Group USA Inc.を設立して以降、Takenaka Partners LLCの「買い手企業の買収ニー
ズからM&Aサービスを進める『グリーンフィールド・リサーチ』」の手法を継承しながら、日系企業の米国展開の支援
と、米国でのネットワーク拡大を進めております。 Takenaka Partners LLCは、35年間にわたり米国における日系企業の
M&A・戦略的パートナーシップ支援のパイオニアとして、豊富な実績を重ねてきました。特に日系企業の個別のニーズに
応じて、買収候補先の調査・選定を行う「グリーンフィールド・リサーチ」というM&A手法を特徴としており、国際展開
を目指す日系企業向けM&Aアドバイザーファームとして唯一無二の地位を確立しています。 今般、業務提携にとどまらず
Takenaka Partners LLCの親会社であるTakenaka Partnersの株式を取得し子会社化することにより、米国市場のM&Aア
ドバイザリーサービスにおけるプロフェッショナル人材拡充や専門力強化、そして、ネットワーク拡大が推進され、当社が
顧客に提供するサービスの付加価値をさらに高めるものと考えております。 今後、両社の経営資源や経験を共有し、より
一層、顧客企業の課題解決、成長・発展に寄与できるよう努めてまいります。
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連結注記表

取得の対価 現金 7,840千米ドル
取得原価 7,840千米ドル

流動資産 2,525千米ドル
固定資産 729
資産合計 3,254
流動負債 138
固定負債 28
負債合計 166

③ 企業結合日
2024年４月１日

④ 企業結合の法的形式
株式取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社の連結子会社であるYAMADA Consulting Group USA Inc.が現金を対価として株式を取得したことによるもので
す。

(2)  連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2024年２月１日から2025年３月31日まで
被取得企業の決算日は１月31日でありましたが、当連結会計年度において決算日を3月31日に変更いたしました。そのた
め、みなし取得日である2024年２月１日から2025年３月31日までの14か月間の業績が連結計算書類に含まれておりま
す。

(3)  被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(4)  主要な取得関連費用の内容及び金額
財務・法務デューデリジェンス、アドバイザリー費用等　　　43,477千円

(5)  発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

4,752千米ドル
② 発生原因

Takenaka PartnersがM&Aアドバイザリー事業を展開するにあたり、プロフェッショナル人材拡充や専門力強化、ネット
ワーク拡大が推進され、当社が顧客に提供するサービスの付加価値をさらに向上できると期待される超過収益力でありま
す。

③ 償却方法及び償却期間
７年にわたる均等償却

(6)  企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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報告セグメント
合計

コンサルティング事業 投資事業
顧客との契約から
生じる収益 20,227,733 415,127 20,642,860

その他の収益 122,994 1,995,224 2,118,218

外部顧客への売上高 20,350,727 2,410,351 22,761,078

契約負債 当連結会計年度

 期首残高 59,390

 期末残高 112,347

(1) １株当たり純資産額 944円29銭
(2) １株当たり当期純利益 151円07銭

(7) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度末の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額
及びその算定方法
　企業結合日が当連結会計年度の開始の日のため該当ありません。

８. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益と理解するための基礎となる情報
　１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「(4) 会計方針に関する事項　⑥　収益及び費用の計上基準」に記載
のとおりであります。
　取引の対価は履行義務を充足してから概ね１か月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

　契約負債は、主にコンサルティング事業において、履行義務の充足前に顧客から受け取った前受金であり、収益の認識に伴
い取り崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、39,160千円
であります。
　なお、当社グループでは、主に当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務に配分した取引価
格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計 利益準備金 その他利益

剰 余 金
利益剰余金
合 計

当期首残高 1,599,538 1,518,533 53,225 1,571,758 5,600 10,854,069 10,859,669 △488,580 13,542,385

当期変動額

剰余金の配当 △1,544,902 △1,544,902 △1,554,902

当期純利益 2,152,408 2,152,408 2,152,408

自己株式の取得 △4 △4

自己株式の処分 45,399 45,399 22,167 67,567

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － 45,399 45,399 － 607,506 607,506 22,163 675,069

当期末残高 1,599,538 1,518,533 98,625 1,617,158 5,600 11,461,575 11,467,175 △466,417 14,217,455

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新株予約権 純資産合計その他有価証

券評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 36,676 36,676 11,026 13,590,088

当期変動額

剰余金の配当 △1,544,902

当期純利益 2,152,408

自己株式の取得 △4

自己株式の処分 67,567

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) △15,085 △15,085 △6,034 △21,120

当期変動額合計 △15,085 △15,085 △6,034 653,949

当期末残高 21,590 21,590 4,991 14,244,037
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個別注記表

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② その他の関係会社有価証券 当社が運営管理する投資事業組合への出資金であり、投資事業組合財産の持分相当額を投

資その他の資産の「その他の関係会社有価証券」として計上しております。投資事業組合
への出資金額を「その他の関係会社有価証券」に計上し、投資事業組合が獲得した純損益
の持分相当額が利益の場合は、「売上高」に計上するとともに同額を「その他の関係会社
有価証券」に加算しております。投資事業組合が獲得した純損益の持分相当額が損失であ
る場合は、「売上原価」に計上するとともに同額を「その他の関係会社有価証券」から控
除しております。

・市場価格のない株式等以外
のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 主として移動平均法による原価法
なお、投資事業組合への出資金は、投資事業組合財産の持分相当額を投資その他の資産の
「投資有価証券」として計上しております。投資事業組合への出資金額を「投資有価証
券」に計上し、投資事業組合が獲得した純損益の持分相当額を「営業外損益」に計上する
とともに同額を「投資有価証券」に加減しております。

個別注記表
１. 重要な会計方針に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

③ その他有価証券

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品及び製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
② 貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）
(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産除く）定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日
以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建物及び構築物8～45年　工具、器具及び備品3～20年

② 無形固定資産（リース資産除く）定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
④ 少額減価償却資産 取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については、３年間で均等償却しており

ます。

(4) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

(5) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
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個別注記表

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時
点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

イ．経営コンサルティング、事業再生コンサルティング、事業承継コンサルティング、不動産コンサルティング
　経営コンサルティング（持続的成長、IT戦略＆デジタル、組織戦略、コーポレートガバナンス）、事業再生コンサルテ
ィング、事業承継コンサルティング、不動産コンサルティングは、顧客との間で締結した業務委託契約等に基づくサービ
スの提供を履行義務としており、顧客に対するサービス提供が完了した時点で収益を認識しております。なお、履行義務
完了前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

ロ．M&Aアドバイザリー
　M&Aアドバイザリーにおける成功報酬は、顧客の株式譲渡・事業譲渡実行までのサービス提供を履行義務としてお
り、主として顧客の株式譲渡・事業譲渡が完了した時点で収益を認識しております。なお、履行義務完了前に顧客から対
価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

ハ．不動産売買仲介業務
　不動産売買仲介業務は、顧客の不動産売買が成立した時点までのサービス提供を履行義務としており、顧客の不動産売
買が完了した時点で収益を認識しております。

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 606,687千円

① 短期金銭債権 228,668千円
② 長期金銭債権 6,371,200千円
③ 短期金銭債務 112,474千円
④ 長期金銭債務 50,000千円

当座貸越極度額及び貸出コミットメ
ントの総額 8,100,000千円

借入実行残高 1,600,000
差引額 6,500,000千円

② 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上して
おります。

(6) 収益及び費用の計上基準

２. 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正 会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書
きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日）第
65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はあり
ません。

３. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務

(3) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うために取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。
当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
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個別注記表

① 売上高 122,180千円
② 売上原価 428,071千円
③ 販売費及び一般管理費 132,533千円
④ 営業外損益 85,936千円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 834,901株 2 37,881株 797,022株

繰延税金資産
賞与引当金・未払賞与 271,946千円
資産除去債務 29,835千円
未払事業税 38,278千円
関係会社株式評価損 156,816千円
投資有価証券評価損 29,164千円
貸倒損失 5,569千円
その他 7,588千円
繰延税金資産小計 539,199千円

評価性引当額 △156,816千円
繰延税金資産合計 382,383千円

繰延税金負債
　為替差益 1,320千円

その他有価証券評価差額 9,618千円
繰延税金負債合計 10,938千円

繰延税金資産の純額 371,445千円

４. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

（注）1．自己株式の増加2株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
2．自己株式の減少37,881株は、譲渡制限付株式報酬としての処分による減少17,081株、ストック・オプションの行使によ

る減少20,800株であります。

６. 税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年
４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
　これに伴い、2026年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債
については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。
　この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は1,602千円増加し、法人税等
調整額が1,602千円減少しております。

－ 18 －
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個別注記表

種類 会社等の
名称

資本金
又は出資金

(千円)
事業の
内容

議決権等
の所有

(被所有)
割　合

関係内容
取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上の

関係

子会社 山田インベスト
メント㈱ 40,000 投資事業 直接100％ 3名 －

貸付の返済（注） 1,630,000 長期
貸付金 6,371,200

貸付の実行（注） 3,809,200

利息の受取（注） 81,131 － －

報告セグメント
合計

コンサルティング事業 投資事業
顧客との契約から
生じる収益 17,352,590 － 17,352,590

その他の収益 122,994 45,929 168,923

外部顧客への売上高 17,475,584 45,929 17,521,514

契約負債 当事業年度

 期首残高 45,594

 期末残高 54,650

７.  関連当事者との取引に関する注記
子会社等

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

８. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益と理解するための基礎となる情報
　「１.重要な会計方針に関する事項　(6) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
　取引の対価は履行義務を充足してから概ね１か月以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　顧客との契約から生じた契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

　契約負債は、コンサルティング事業売上において、履行義務の充足前に顧客から受け取った前受金であり、収益の認識に伴
い取り崩されます。当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、35,060千円であ
ります。
　なお、当社では、主に当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行義務に配分した取引価格の総額
及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

－ 19 －
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個別注記表

(1) １株当たり純資産額 745円53銭
(2) １株当たり当期純利益 112円81銭

９.  １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 20 －


